
決算特別委員会建設公営企業分科会 

■第６０号議案 令和２年度芦屋市各会計決算の認定について 

≪一般会計≫ 

区 分 意 見 ・ 要 望

歳入 

【市営住宅等退去後補修費入居者負担分】

〇独居の高齢者世帯が増加したことに伴い、死亡による退去後の修繕費用の徴収が困難になったり、遺品撤去等で支障が

生じるケースがあると考える。超高齢化社会の進展を踏まえ、検証することを提案する。（寺前委員） 

土木費

【電気使用料】 

〇公益灯のＬＥＤ化の進捗により、前年度比９００万円減と想像以上に削減効果があり驚いている。少子高齢化の進展に

伴い、持続可能な行政サービスとするため、電力購入の入札方式も検討されたい。（寺前委員） 

【芦屋市放置自転車等移送業務委託料】 

〇例年よりも減少幅が大きくなっている。原因分析を行い、その分析結果に基づいた効果的な対策を講じて台数を減らす

努力をしてほしい。（大原委員） 

【市内一円ＬＥＤ化工事】 

〇令和元年６月議会の一般質問時には、令和６年３月末までには市内全域の公益灯のＬＥＤ化が完了するとの答弁があっ

たが、現時点では当初計画が遅れ、令和９年３月末の完了予定となっている。当初計画どおり工事が進むよう努力すべ

きであるし、市民の夜道の安全のためにも、これ以上計画を遅らせてはならない。（中村委員） 

【市内一円公益灯新設改良工事】 

〇夜間に出歩く機会が多い現役世代が通報しやすい環境を整える意味でも、ＬＩＮＥで通報できる取組についてもっと周

知してほしい。（大原委員） 

【山手幹線交通量調査業務委託料】 

〇山手幹線の全線開通から１０年が経過し、周辺の道路交通事情に変化が生じている。単に交通量調査にとどまることな

く、周辺の交通課題解消に生かしてほしい。（寺前委員） 

【防潮堤線（緑町）道路改良工事】 

〇芦屋公園南交差点の南西角を緩やかにすることで、施工後の通行円滑化に効果が現れており評価する。当該地の北側カ

ーブも通行支障が顕在化しているため、改善を要する課題箇所として認識してほしい。（寺前委員） 

【愛称道路看板設置工事】 

〇応募した市民は看板設置を待ち望んでいるのではないか。広報などで愛称を周知しつつ、看板設置工事も年に１基と言

わず早急に進めてほしい。（川島委員） 



区 分 意 見 ・ 要 望

土木費

【若潮歩道橋雨樋補修工事】 

〇当該架橋には地元から架け替えの要望もあり、今後の補修対応という方針は残念である。階段幅が狭いため、登校時に

は歩道橋下で滞留する小学生と中学生が交差して通行困難な状況であることを認識いただいた上で、今後の対応を講じ

てほしい。（寺前委員） 

【住宅耐震改修促進事業補助金】 

〇住居の耐震化率は好調であり、市有建物の耐震化率は１００％達成済みである。市民の安心感にもつながるポジティブ

な情報であるため、折を見て発信してほしい。（大原委員） 

〇民有の多数利用建築物について、伸び悩んでいる傾向は本市だけの問題ではないため、他の自治体と協力しながら課題

解決に努めてほしい。（大原委員） 

【屋外広告物改修等補助金】 

〇条例施行による景観の改善について、実感ベースでは分かりづらいため、「景観」という切り口での分析を行うとともに、

その結果を発信してほしい。（大原委員） 

〇事業者が協力してよかったと思えるよう、芦屋市として目指す景観についてのビジョンを共有してほしい。（大原委員）

〇市民との十分な合意形成がないままに施行された条例であることは認識してほしい。（川島委員） 

〇中小・零細事業者にとっては看板の付け替えも負担であるので、せめて一定の額までは全額補助にするなどの工夫を求

める。（川島委員） 

【ＪＲ芦屋駅南地区ペデストリアンデッキ等設計業務委託料】 

〇委託料として約１億４６９万円が計上されているが、この中には縮小したペデストリアンデッキのＶＲの制作費も含ま

れており、数百万円単位の金額であれば、そうした費目は個別の費目として明記するようにしてほしい。（大塚委員） 

【オープンガーデン】 

〇イベントの開始目的としては、市民主体で開催されるようになることが望ましい。将来的には、市民主体で開催するこ

とを視野に入れながら、イベントの運営をしてほしい。（大原委員） 

【遊具更新工事】 

〇国庫補助を得て、公園内の施設を更新する場合、その対象は遊具が中心となり、その他の施設に関しては国庫補助の対

象とならない限り更新がどうしても後回しになってしまうという現状がある。平成２１年には市民の方から多額の寄付

を頂き、市内の公園に健康器具が設置された例もあるため、ふるさと納税を含むクラウドファンディングなどの活用に

より、今後資金を集める工夫をしてほしい。（中村委員） 

【公園施設等補修工事】 

〇バリアフリー化率など、第４次総合計画策定時の想定よりも遅れている。国庫補助ありきで組まれている計画であるこ

とは理解しているが、老若男女問わず利用する機会がある施設の改修なので、進捗率を上げる方法を模索してほしい。

（大原委員） 



区 分 意 見 ・ 要 望

土木費

【住宅費全般】

〇「国際文化住宅都市」である芦屋市が、住宅政策を担う住宅課をなくし、業務を他課に振り分けるという判断をしたこ

とには疑問が残る。将来的な住宅政策の取組を見据え、改善してほしい。（川島委員） 

【市営住宅等指定管理料】 

〇陽光町の南芦屋浜団地の共用廊下のノンスリップの床面の定期清掃に関しては、指定管理料の中に管理費が含まれてお

らず、住民が共同して掃除をすることになっている。通常、公営マンション・民間マンションに関係なく、マンション

内部の美観を守り、長きにわたり使用し続けるためには、行政側で美観を管理していくことが望ましいのではないか。

（中村委員） 

〇退去後のリフォームについては、リフォームの対象範囲や行政と住民の費用負担の在り方を、もっとシンプルで分かり

やすいものに改善し、住民にとって納得のいくものにしなければならない。（中村委員） 

【マンション共用部分バリアフリー改造助成事業補助金】 

〇管理組合が補助金を利用しやすいように、周知と助成額の引上げを求める。（川島委員） 

【空き家活用支援事業補助金】 

〇申請は徐々に増えてきているものの、市内の空き家物件数に対する割合としては低い。空き家の利活用を考えているオ

ーナーもいるとは思うが、空き家を更地にした場合、固定資産税の減額措置が受けられなくなることも空き家が減らな

いことに影響していると思われる。利活用と並行し、法改正を目指す取組も進めてほしい。（大原委員） 



■第６１号議案 令和２年度芦屋市下水道事業会計決算の認定について 

■第６２号議案 令和２年度芦屋市下水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

≪下水道事業会計≫ 

区 分 意 見 ・ 要 望

〇単年度決算は一般会計からの補助金もあり問題はないが、今後は毎年のように老朽化した管渠の更新と、近い将来に下

水処理場本体の更新を控えており、将来的な設備投資を考慮すると楽観視はできない。下水は生活必需インフラである

ため、今後も引き続き健全経営に努められたい。（寺前委員）

〇人口減少と事業スケールをリンクさせられない事業であるため、将来的には営業収支がさらに悪化することが予想され

る。利用料の引上げにはなるべく頼らないように計画的な経営をする一方で、マンホール蓋の広告など、自らの努力で

収入を増やす工夫も検討してほしい。（大原委員） 

〇未処分利益剰余金の資本金化に当たっては、原資に市民の下水道使用料も含まれていることから、市民負担の引下げに

使うことも念頭に置いてほしい。（川島委員） 

■第６３号議案 令和２年度芦屋市水道事業会計決算の認定について 

■第６４号議案 令和２年度芦屋市水道事業会計未処分利益剰余金の処分について 

≪水道事業会計≫ 

区 分 意 見 ・ 要 望

〇人口減少と事業スケールをリンクさせられない事業であるため、将来的には営業収支がさらに悪化することが予想され

る。利用料の引上げにはなるべく頼らないよう計画的な経営に取り組んでほしい。（大原委員） 

〇未処分利益剰余金の資本金化に当たっては、原資に市民の水道使用料も含まれていることから、市民負担の引下げに使

うことも念頭に置いてほしい。（川島委員）



■第６５号議案 令和２年度芦屋市病院事業会計決算の認定について 

≪病院事業会計≫ 

区 分 意 見 ・ 要 望

〇営業収入が減っている大きな要因として、受診控えによる外来患者数の減少がある。受診控えは、経営的な問題もさる

ことながら市民の健康に甚大な影響を及ぼす可能性も高い。市長部局と連携しながら、受診控えのリスクについて啓発

してほしい。（大原委員） 

〇ジェネリック医薬品について、国内シェア上位メーカーによる不正が報じられている。ジェネリック医薬品を使用する

ことの不安にリンクする情報でもあるため、処方する際にはより丁寧な説明を実施し、患者に納得してもらった上で処

方するようにしてほしい。（大原委員） 

〇一昨年度に続き、医師、看護師の離職率が少し高いので気になる。少しでも長く働いていただけるように環境の改善を

求める。（中村委員） 

〇公立病院の良さ、公立病院だからこそできることがあり、今後も市内の基幹病院として市民のために存続してもらわな

ければならない。また、貸借対照表において、即時換金が可能な支払い手段である流動資産が基本的に１年以内に支払

わなければならない流動負債を下回っている状況を改善し、一般会計から病院事業会計に拠出している資金に歯止めを

かけなければならない。そのためにも今後は行政も議会も知恵を出し合い、危機感をもって、しっかりと考えていかな

ければならない。（中村委員） 

〇黒字化はしているものの、コロナ禍で病院経営にも厳しい影響が及んでいることから、引き続き市としてしっかりとし

た支援を求める。（川島委員）


